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令和元年度定例監査の結果について（報告）

地方自治法第１９９条第４項の規定に基づき定例監査を実施したので、同

条第９項の規定により、その結果を次のとおり報告します。
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１．監査の種類

地方自治法第１９９条第４項の規定に基づく定例監査

２．監査の対象課

市 長 公 室 政策企画課、秘書課、シティ・プロモーション課、市

政情報課

総 務 部 人権庶務課、職員課、財政課、財産管理課、課税課、

収納課、入札契約課

市 民 環 境 部 地域づくり支援課、産業振興課、農業委員会事務局、

環境推進課、資源リサイクル課、総合窓口課、内間木

支所、朝霞台出張所、朝霞駅前出張所、コミュニティ

センター

福 祉 部 福祉相談課、生活援護課、障害福祉課、長寿はつらつ

課

こども・健康部 こども未来課、保育課、健康づくり課、保険年金課

都 市 建 設 部 まちづくり推進課、開発建築課、みどり公園課、道路

整備課

上 下 水 道 部 水道経営課、水道施設課、下水道課

学 校 教 育 部 教育総務課、教育管理課、教育指導課、学校給食課

生 涯 学 習 部 生涯学習・スポーツ課、文化財課、中央公民館、図書館

そ の 他 危機管理室、検査室、出納室、議会総務課、選挙管理

委員会事務局、監査委員事務局、公平委員会、固定資

産評価審査委員会

３．監査の範囲

令和元年度における財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理
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４．監査の主な実施内容

令和元年度定例監査は、朝霞市監査基準に準拠して、必要な事項を定め

た実施計画書を作成し、財務に関する事務の執行が法令等に基づいて適正か

つ効率的に行われているかを主眼として、重点項目を定め実施した。

監査に当たっては、予め各課から関係資料の提出を求め、事務局による

事前調査を行い、本監査においては、提出された資料の照合、関係職員か

らの事情聴取等通常実施すべき監査手続を実施した。

なお、朝霞台出張所、図書館、下水道課など１１部署の各施設において

は、現地において監査を実施した。

５．監査の重点項目

今回の監査の重点項目は、次のとおりである。

（１）過去の指摘事項について

（２）使用料について

（３）未収金について

６．監査の着眼点

監査の重点項目等における主な着眼点は、次のとおりである。

（１）調定、徴収、滞納整理等収入に係る事務が適正に執行されているか。

（２）現金、切手等の管理、取扱いが適正であるか。

（３）備品の台帳登録等手続、管理が適正であるか。

（４）事務事業は法令等に従って適正に執行されているか。また、効果的、

効率的に執行されているか。

（５）予算の執行は計画的かつ効率的に行われているか。

（６）違法、不当な支出又は不経済な支出はないか。

（７）契約の方法、手続は適正であるか。

その他として、「第５次朝霞市総合計画」の基本構想、基本計画及び実施

計画に基づく主要事業などの財務に関する事務の適法性、妥当性及び経済
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性などに留意した。

７．監査の実施場所及び期間

（１）実施場所

監査委員室及び１１部署各施設

（２）監査期間

令和元年１０月 ７日から令和元年１１月１３日

令和２年 １月１０日から令和２年 １月２２日

８．監査の結果

関係書類の調査及び関係職員との質疑応答を行った結果、市の財務に関す

る事務の執行及び経営に係る事業の管理については、概ね適正な事務処理が

行われているものと認められた。

重点項目及び留意すべき事項については、以下に意見を付する。
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重点項目

（１）過去の指摘事項について

① 備品の管理について

ここ数年、定例監査や決算審査において備品台帳への登録状況を確認

しているが、一部の部署で指摘しているにも関わらず購入した備品の台

帳登録をしていないものが見受けられた。

物品（備品）は、普通地方公共団体の財産であることから「朝霞

市物品規則」等の関係規定に基づき遅滞なく事務手続きを進め、現

有状況が常に正確に把握できるよう適切な備品管理に努められたい。

② 支出事務について

地方公共団体が行う支出に関する事務は、予算の執行権を有する

長が行う支出負担行為に始まり、長の命令により会計管理者がこれを審

査し、支出負担行為が法令又は予算に違反していないことや債務が確定

していることを確認したうえで会計管理者が債権者のために支出するも

ので、その内容においても、その手続きにおいても、法令又は予算の定

めるところに従って行わなければならないとされている。

しかしながら、今回の監査でも一部の部署において、契約締結後

に予算の流用を行っているもの、予算執行において支出科目が適切

でないもの、支払いが遅延しているものなどが見受けられた。

いずれも、支出事務の基本的な事項である。職員一人ひとりが注
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意を払うことも重要だが、決裁ラインの職員によるチェックを徹底

されたい。

なお、支払時期については、地方公共団体のなす契約に準用され

る「政府契約の支払遅延防止等に関する法律」において、期限が定

められており、支払いの遅延は、相手方に経済的な負担を与えるばかり

でなく、市に対する信用を失墜させる行為でもあることから、担当者が

事務手続きを速やかに行うことは勿論のこと、請求書を受理してから支

払いまでの事務処理体制を見直し、職員一人ひとりが高い意識をもって

法令順守に努められたい。

③ コピー代金等の収納事務について

コピー代金の多くは、自課の窓口で出納員又は現金取扱員が代金

を領収し、領収証を交付しており、「朝霞市会計規則」では、こうし

た場合、収納した現金は、出納員が払込書によって収納の日又はそ

の翌日、指定金融機関等に払い込むこととされている。

一連の収納手続きが適正かつ適切に行われているか確認したとこ

ろ、一部の部署において、収入する科目を誤っているもの、領収証

に発行記録がないものが見受けられた。

現金の適正な管理のため、領収証に一連の番号を付すなどして管

理を徹底されたい。

指摘されていることを繰り返さないよう、課内で再発防止に向け
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た措置を速やかに講じ、適正な事務執行に努められたい。

（２）使用料について

本市においても、厳しい財政状況が続くことが見込まれるなか、

限られた財源で成果を上げるためには、市税等の収納率の向上や、

収入未済額の縮減に向けた取り組みによる財源の確保は当然である

が、公共施設の附属設備を有料にし、受益者負担の適正化を図るこ

とも重要と考える。

コミュニティセンターは、一部有料の附属設備はあるが、市民会

館に比べ使用料を徴収している附属設備が少ないことから、今後、

附属設備の使用料見直し等の機会を捉え、改めて検討されたい。

（３）未収金について

未収金については、収納対策の強化、債権管理の取り組みにより、

ここ数年、減少傾向にあるが、引き続き縮減に向けた取組方法の検

討や、特に新たな収入未済額の発生を抑制することを含め効果的な

収納対策の実施が必要と考える。

このことを踏まえ、今回の監査では、特に未収金について関係書

類を調査するとともに関係職員から徴収状況等を聴取した。

その結果、一部の債権で調定時期が適切でないものが見受けられ

た。

収入未済額の調定は、当該年度の出納閉鎖期間までに収入がない
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ものは、出納閉鎖後の６月１日に、過年度の滞納繰越分は、年度当

初の４月１日に調定を行う必要があるが、一部遅延が見受けられた。

調定は、債権を確定し、適正に管理するためには必要不可欠な収

入事務となるので、遅滞なく正確な事務の執行に努められたい。

その他の所見

① 長期継続契約について

「朝霞市長期継続契約を締結することができる契約を定める条例

施行規則」により長期継続契約の契約期間は原則５年以内となって

いる。

また、「長期継続契約の手引き」では、物品等の借り入れ契約は、

５年以内と定めている。

しかしながら、この期間を超えて６年の新規リース契約を締結し

ている事例が見受けられた。

長期継続契約事務を適正に行うため、契約期間についても関係法

令等に基づき適切な事務処理に努められたい。

なお、随意契約により長期継続契約を締結する場合においても、

初めから１者随意契約と決めてかかるのではなく、契約の条件をクリ

アする業者がほかにないか改めて確認し、出来る限り見積もり合わせな

どにより比較検討を行うなど競争性の確保に努め、さらなる経費節減、

効果的な執行につなげていく必要があると考える。
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② 旅費の支給について

出張に伴う旅費支給の取り扱いは、「朝霞市職員等の旅費に関する

条例」などで『旅費の計算については、公務上の必要又は天災その

他やむを得ない事情による場合を除き、「最も経済的な通常の経路及

び方法」による計算が原則』とされているが、今回の監査で出張命

令簿を確認したところ、一部の部署において旅費の支給額が、「最も

経済的な経路」になっていない事例が見受けられた。

職員の出張に伴う旅費支給については、「出張に伴う旅費支給の取扱い

について（平成３１年４月１８日通知）」「旅費支給時の通勤手当との調

整等についての運用（平成２４年４月１日出張分の旅費から適用）」によ

り周知されていることから、適切な事務を行うよう徹底されたい。

以上が、今回実施した定例監査の結果報告である。


